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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

第３四半期連結
累計期間

第20期
第３四半期連結
累計期間

第19期
第３四半期連結
会計期間

第20期
第３四半期連結
会計期間

第19期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    10月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 2,622,5653,777,142781,0061,544,8793,655,284

経常利益 (千円) 1,008,6601,842,521232,001 851,0571,376,575

四半期(当期)純利益 (千円) 569,6421,049,023128,406 484,749 782,881

純資産額 (千円) ― ― 4,723,1415,613,9784,940,587

総資産額 (千円) ― ― 5,392,1666,939,8345,741,541

１株当たり純資産額 (円) ― ― 71,003.3484,233.2674,272.21

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8,748.9215,761.981,939.067,276.3411,960.06

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 8,553.1915,740.461,926.407,273.2811,753.03

自己資本比率 (％) ― ― 87.6 80.9 86.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 218,8851,662,068 ― ― 523,722

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,275,951561,825 ― ― △1,198,324

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △298,898△364,308 ― ― △298,898

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,307,0293,549,0781,689,493

従業員数 (名) ― ― 88 96 92

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 96

(注) 　従業員数は就業人員であり、受入出向者６名を含めております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 94

(注) 　従業員数は就業人員であり、受入出向者６名を含めております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　
(2) 受注実績

該当事項はありません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円)

Ｍ＆Ａコンサルティング事業 1,518,609

その他 26,270

合計 1,544,879

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び当社の関係会

社)が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間も前四半期に引続き順調な案件成約状況となっており、成約件数は53件

（譲渡・譲受は別カウント）と四半期単位での最高記録を更新し、また、収益面においても、大型案件の

成約もあり四半期単位での過去最高の営業利益を更新いたしました。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの経営成績は下表のとおり、売上高、営業利益、経

常利益、四半期純利益、すべての項目で前年同期実績を大幅に上回る結果となり、当第３四半期連結累計

期間の営業利益1,871百万円は通期業績予想2,000百万円の93.6％に達する進捗率となりました。

　

　

当第３四半期
連結会計期間

　
当第３四半期
連結累計期間

　
前第３四半期
連結累計期間

実績 実績
通期業績予想
の進捗率

前年同
四半期比

実績

売上高 1,544百万円 3,777百万円 78.7% ＋44.0% 2,622百万円

営業利益 862百万円 1,871百万円 93.6% ＋90.2% 983百万円

経常利益 851百万円 1,842百万円 92.1% ＋82.7% 1,008百万円

四半期純利益 484百万円 1,049百万円 91.2% ＋84.2% 569百万円

　

　

　当社グループは中堅中小企業の存続と発展に貢献するために後継者問題と先行き不安の解決策として

のＭ＆Ａを実践しております。当社グループがフォーカスしている当セグメントは「2012年問題」、「少

子高齢化」という社会背景や中小企業を取り巻く厳しい経済環境とそれに起因する業界再編の潮流の中

で、今後とも堅調に拡大するものと考えられ、統計データによる国内Ｍ＆Ａマーケットの縮小という全体

認識とは全く趣を異にするトレンドとなっております。
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　当第３四半期連結会計期間の営業企画としましては、前四半期から継続しております「経営者のための

Ｍ＆Ａセミナー」に加えて、平成22年11月には「創業20周年記念式典・祝賀会」を開催しました。

　同式典においては、当社のコアコンピタンスたる情報ネットワークを構成している会計事務所、金融機

関等の方々にご参集いただき、当社グループの20年の歩みに感謝申し上げるとともに、５つの分科研究会

において最新のＭ＆Ａトピックス等を研鑽し、また、当社グループの将来ビジョンの共有をはかりまし

た。

　当社グループ設立第20期に当る当連結会計年度を更なる成長・発展のスタートの年として引続き積極

的な営業活動を展開いたします。

　

(2) 財政状態の分析

(資産の部)

流動資産は、5,451百万円となりました。これは、現金及び預金が960百万円、有価証券が200百万円増

加したことなどによります。この結果、前連結会計年度末に比べて26.9％の増加となりました。

固定資産は、1,487百万円となりました。これは、投資有価証券が44百万円増加したことなどによりま

す。この結果、前連結会計年度末に比べて2.9％の増加となりました。

これらにより、総資産は、6,939百万円となり前連結会計年度末に比べて20.9％の増加となりました。

　

(負債の部)

流動負債は、1,045百万円となりました。これは、買掛金が59百万円、未払法人税等が356百万円増加し

たことなどによります。この結果、前連結会計年度末に比べて92.1％の増加となりました。

固定負債は、280百万円となりました。これは、役員退職慰労引当金が22百万円増加したことなどによ

ります。この結果、前連結会計年度末に比べて9.2％の増加となりました。

これらにより、負債合計は、1,325百万円となり前連結会計年度末に比べて65.5％の増加となりまし

た。

　

(純資産の部)

純資産合計は、5,613百万円となりました。これは、主として利益剰余金が683百万円増加したことな

どによります。この結果、前連結会計年度末に比べて13.6％の増加となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、3,549百万円とな

り、前連結会計年度末より1,859百万円の増加となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は前年同四半期に比べ750百万円増加し、613百万円となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益858百万円、預り金の増加額37百万円であり、支出の

主な内訳は、法人税等の支払額269百万円、仕入債務の減少額33百万円であります。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は前年同四半期に比べ684百万円増加し、181百万円となりました。

収入の主な内訳は、有価証券の減少額200百万円、投資有価証券の償還による収入100百万円及び定

期預金の払戻による収入100百万円であり、支出の主な内訳は、定期預金の預入による支出200百万円

であります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は前年同四半期に比べ60百万円増加し、198百万円となりました。支

出の主な内訳は、配当金の支払額199百万円であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の

対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000

計 120,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,648 66,648
東京証券取引所
市場第一部

単元株制度を採用
しておりません。

計 66,648 66,648 ― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年10月１日～
平成22月12日31日

128 66,648 800 1,075,487 752 853,644

(注)　新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、みずほ信託銀行株式会社及びその共同保有者であるみずほ証券株式

会社及びみずほ投信投資顧問株式会社から平成22年10月22日付で関東財務局長に提出された大量保有報

告書に係る変更報告書により、平成22年10月15日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けてお

りますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりません。

　なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,180 3.28

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 173 0.26

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 2,310 3.47

　

当第３四半期会計期間において、インベスコ投信投資顧問株式会社から平成22年12月21日付で関東財

務局長に提出された大量保有報告書に係る変更報告書により、平成22年12月15日現在で以下の株式を保

有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数

の確認ができておりません。

　なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

インベスコ投信投資顧問株式会
社

東京都港区虎ノ門四丁目３番１号         
城山トラストタワー25階

2,599 3.90
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　66,520 66,520 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 66,520 ― ―

総株主の議決権 ― 66,520 ―

　

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

─ ─ ─ ─ ─ ─

計 ― ─ ─ ─ ─

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 350,000340,000325,500300,000269,800320,500297,900327,500372,000

最低(円) 317,000287,300270,000249,800222,400225,600260,000276,300305,500

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１

日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,050,682 3,090,422

売掛金 407,361 437,665

有価証券 901,061 700,994

前払費用 29,226 17,860

繰延税金資産 48,107 41,077

その他 15,534 7,449

流動資産合計 5,451,975 4,295,470

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※１
 34,898

※１
 39,302

その他（純額） ※１
 23,006

※１
 24,443

有形固定資産合計 57,905 63,746

無形固定資産 39,939 50,314

投資その他の資産

投資有価証券 894,502 850,000

繰延税金資産 116,363 97,712

長期預金 100,000 100,000

その他 279,148 284,296

投資その他の資産合計 1,390,014 1,332,009

固定資産合計 1,487,858 1,446,070

資産合計 6,939,834 5,741,541

負債の部

流動負債

買掛金 79,696 20,457

短期借入金 100,000 100,000

未払費用 95,651 137,798

未払法人税等 546,041 189,568

前受金 3,712 270

預り金 42,999 5,703

賞与引当金 8,241 29,966

役員賞与引当金 36,900 －

その他 132,300 60,504

流動負債合計 1,045,544 544,268

固定負債

退職給付引当金 10,656 9,740

役員退職慰労引当金 269,655 246,944

固定負債合計 280,311 256,685

負債合計 1,325,855 800,953
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,075,487 1,074,687

資本剰余金 853,644 852,892

利益剰余金 3,682,804 2,999,641

株主資本合計 5,611,936 4,927,221

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,041 13,365

評価・換算差額等合計 2,041 13,365

純資産合計 5,613,978 4,940,587

負債純資産合計 6,939,834 5,741,541
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 2,622,565 3,777,142

売上原価 979,592 1,130,587

売上総利益 1,642,973 2,646,555

販売費及び一般管理費 ※１
 659,047

※１
 774,861

営業利益 983,925 1,871,694

営業外収益

受取利息 9,471 6,739

受取配当金 148 40

持分法による投資利益 27,500 －

その他 451 2,723

営業外収益合計 37,572 9,503

営業外費用

支払利息 969 851

投資事業組合運用損 11,868 11,789

持分法による投資損失 － 26,034

営業外費用合計 12,837 38,675

経常利益 1,008,660 1,842,521

特別利益

投資有価証券売却益 － 678

投資有価証券償還益 － 7,310

特別利益合計 － 7,988

特別損失

固定資産除却損 11,923 471

原状回復費 20,974 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,153

特別損失合計 32,898 3,625

税金等調整前四半期純利益 975,762 1,846,884

法人税、住民税及び事業税 379,448 817,072

法人税等調整額 26,672 △19,211

法人税等合計 406,120 797,861

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,049,023

四半期純利益 569,642 1,049,023
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 781,006 1,544,879

売上原価 332,057 406,757

売上総利益 448,948 1,138,122

販売費及び一般管理費 ※１
 209,246

※１
 276,059

営業利益 239,702 862,062

営業外収益

受取利息 2,804 2,475

受取配当金 40 －

その他 90 778

営業外収益合計 2,936 3,253

営業外費用

支払利息 316 271

投資事業組合運用損 2,446 3,447

持分法による投資損失 7,874 10,539

営業外費用合計 10,637 14,258

経常利益 232,001 851,057

特別利益

投資有価証券償還益 － 7,310

特別利益合計 － 7,310

税金等調整前四半期純利益 232,001 858,367

法人税、住民税及び事業税 76,645 370,943

法人税等調整額 26,949 2,674

法人税等合計 103,594 373,617

少数株主損益調整前四半期純利益 － 484,749

四半期純利益 128,406 484,749
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 975,762 1,846,884

減価償却費 24,230 23,246

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,153

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,535 △21,724

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,000 36,900

退職給付引当金の増減額（△は減少） 152 915

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 18,706 22,710

受取利息及び受取配当金 △9,620 △6,779

支払利息 969 851

投資有価証券売却損益（△は益） － △678

投資有価証券償還損益（△は益） － △7,310

固定資産除却損 11,923 471

持分法による投資損益（△は益） △27,500 26,034

営業債権の増減額（△は増加） 40,072 －

売上債権の増減額（△は増加） － 30,303

前払費用の増減額（△は増加） 1,020 △11,359

営業債務の増減額（△は減少） 48,820 －

仕入債務の増減額（△は減少） － 59,239

未払費用の増減額（△は減少） △77,046 △42,146

前受金の増減額（△は減少） 3,456 3,442

預り金の増減額（△は減少） 36,898 37,296

その他 △76,028 75,504

小計 949,282 2,076,955

利息及び配当金の受取額 13,284 44,979

利息の支払額 △1,044 △857

法人税等の支払額 △742,637 △459,008

営業活動によるキャッシュ・フロー 218,885 1,662,068

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の増減額（△は増加） △99,000 －

有形固定資産の取得による支出 △42,361 △6,193

無形固定資産の取得による支出 △3,052 △1,307

投資有価証券の取得による支出 △130,697 △233,433

投資有価証券の売却による収入 － 1,000

投資有価証券の償還による収入 － 100,000

出資金の分配による収入 － 2,000

定期預金の預入による支出 △1,801,436 △902,936

定期預金の払戻による収入 800,772 1,602,195

その他 △177 501

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,275,951 561,825
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 23,862 1,552

配当金の支払額 △322,760 △365,860

財務活動によるキャッシュ・フロー △298,898 △364,308

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,355,963 1,859,585

現金及び現金同等物の期首残高 2,662,993 1,689,493

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,307,029

※
 3,549,078
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日)

会計基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基

準第18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

　これによる損益に与える影響は軽微であり、また当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結累計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　前第３四半期連結累計期間における、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「営業債権の増減額」及び「営

業債務の増減額」は、より明瞭に表示するために、当第３四半期連結累計期間より、「売上債権の増減額」及び

「仕入債務の増減額」と表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一部

を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第３四半期連結会計期間では、「少数

株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

【会社等の財政状態、経営成績又はキャッシュ・フローの状況に関する事項で、当該企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況の判断に影響を与えると認められる重要なもの】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

建物 22,758千円

その他 32,615千円

　

建物 16,206千円

その他 30,379千円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 1,060千円

役員賞与引当金繰入額 20,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 21,806千円

　 　

　

賞与引当金繰入額 1,649千円

役員賞与引当金繰入額 36,900千円

役員退職慰労引当金繰入額 22,710千円

地代家賃 157,309千円

　

　

第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

賞与引当金繰入額 1,060千円

役員賞与引当金繰入額 4,500千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,380千円

　 　

　

賞与引当金繰入額 1,649千円

役員賞与引当金繰入額 17,000千円

役員退職慰労引当金繰入額 7,665千円

地代家賃 54,017千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,807,496千円　
有価証券 800,468千円　
　　　計 3,607,965千円　
預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,601,436千円　

公社債投資信託以外の

有価証券
△699,500千円　

現金及び現金同等物 1,307,029千円　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 4,050,682千円　
有価証券 901,061千円　
　　　計 4,951,743千円　
預入期間が３か月を超える

定期預金
△802,665千円　

預入期間が３か月を超える

譲渡性預金
△600,000千円　

現金及び現金同等物 3,549,078千円　
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 66,648

　
２.　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　
３.　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４.　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 166,300 2,500平成22年３月31日 平成22年６月25日

平成22年11月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 199,560 3,000平成22年９月30日 平成22年12月７日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

当社グループはＭ＆Ａ業務に特化したサービスを提供する企業集団として、Ｍ＆Ａの仲介、コンサル

ティング事業を手掛けており、Ｍ＆Ａコンサルティング事業という単一の事業セグメントに属しており

ます。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

本邦以外の国又は地域に所在する事業所及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号  平成20年３月21日)を適用しております。

　

１．報告セグメントの概要

当社グループはＭ＆Ａ業務に特化したサービスを提供する企業集団として、Ｍ＆Ａの仲介、コンサル

ティングを手掛けており、Ｍ＆Ａコンサルティング事業という単一の事業活動を展開しております。

そのため、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会における意思決定及び業績を評価するため

の定期的な検討の対象となっているのは、Ｍ＆Ａコンサルティング事業セグメントという単一の事業セ

グメントであります。

従って、報告セグメントについても単一のセグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

当社はＭ＆Ａコンサルティング事業という単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

　額の主な内容(差異調整に関する事項)

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)及び当第３四半期連結会計

期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

当社はＭ＆Ａコンサルティング事業という単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

４．報告セグメントの変更等に関する事項

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

５．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 84,233.26円
　

　 74,272.21円
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２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 8,748.92円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

8,553.19円
　

１株当たり四半期純利益金額 15,761.98円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

15,740.46円
　

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 569,642 1,049,023

普通株式に係る四半期純利益(千円) 569,642 1,049,023

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 65,110 66,554

四半期純利益調整額(千円) ─ ─

普通株式増加数(株) 1,490 91

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

─ ─

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 1,939.06円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

1,926.40円
　

１株当たり四半期純利益金額 7,276.34円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

7,273.28円
　

(注)  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 128,406 484,749

普通株式に係る四半期純利益(千円) 128,406 484,749

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 66,221 66,620

四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 435 28

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式に
ついて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の
概要

― ―
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第20期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月10日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　 199,560千円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　 　3,000円

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　平成22年12月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年２月９日

株式会社 日本Ｍ＆Ａセンター

取締役会  御中

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　世　良　　敏　昭　　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士　森　谷　　和　正　　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本Ｍ＆Ａセンターの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間

（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本Ｍ＆Ａセンター及び連結子会社

の平成２１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期

連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年２月７日

株式会社日本Ｍ＆Ａセンター

取締役会  御中

　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    遠　藤　　康　彦　　　印

　

指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士    森　谷　　和　正　　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日本Ｍ＆Ａセンターの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間

（平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本Ｍ＆Ａセンター及び連結子会社

の平成２２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期

連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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